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第 14回生態学的関連種作業部会会合 

2022年 3月 21 - 25日 

オンライン 

 

議題項目 1. 開会 

 生態学的関連種作業部会（ERSWG）の独立議長であるアレキサンダ

ー・モリソン氏は、参加者を歓迎し、会合の開会を宣言した。議長は、

本年の会合は COVID-19パンデミックの影響によりビデオ会議（VC）

として開催されていること、及び一部の議題項目については文書通信を

通じて会合の開会前より開始されていることを述べた。議長は、この特

別なアレンジメントに対する参加者の協力に感謝を述べた。 

 メンバー及びオブザーバーは、本会合へのそれぞれの代表団における主

要な発言者を紹介した。欧州連合については会合に参加しない旨が事前

に通知されていること、及び南アフリカは参加していないことが留意さ

れた。参加者リストは別紙 1のとおりである。 

 

1.1 議題の採択 

 議題は別紙 2のとおり採択された。 

 

1.2 文書リストの採択 

 採択された会合文書のリストは別紙 3のとおりである。議長は、一部の

文書については提出期限より後に会合に提出されたことを述べた。

ERSWGは、提出が期限よりも遅れた文書を受け入れることに合意し

た。 

 議長は、会合に対する文書の作成及び提出に関して、参加者への感謝を

述べた。特に議長は、事務局が要請した文書を提供した ACAP1及びバー

ドライフ・インターナショナルへの謝意を表明した。 

 

1.3. ラポルツアーの任命 

 オーストラリア及びニュージーランドは、議題項目 3、4、5及び 6のラ

ポルツアーを務めることを志願した。事務局は、会合における他の議題

項目のラポルツアーを務めることとされた。 

 

 

 
1 あほうどり類及びみずなぎどり類の保存に関する協定 



 

議題項目 2. 年次報告書 

2.1. メンバー 

 欧州連合（EU）と南アフリカは、いずれも ERSWGに対する国別報告

書を提出しなかった。 

 本議題項目にかかる議論では多数の質問及び回答が行われ、その検討は

会合開始前に文書通信により開始された。メンバーからの重要な回答は

以下のとおりである。 

オーストラリア： 

• ログブック報告の改善を奨励するため、オーストラリアの電子モニタ

リング（EM）システムによる映像が解析された後に、事業者は報告の

正確性に関する個別レポートを受領している。 

• 海鳥との相互作用は稀な事象であり、全映像のうちレビューが行われ

た 10 % の外で海鳥相互作用が発生したり、カメラのポジションが適正

でなかったために EM解析者により観察されなかったりすることはあ

り得る。直近の漁期において、オーストラリア漁業管理庁は、より広

範囲を補足できるようにカメラのアングルの改善に取り組んでいる。 

• EMは、承認されている三種類の混獲緩和措置の全ての検証に利用可

能である。しかしながら、特に鳥威しライン（BSL）及び荷重枝縄

（WT）に関してはカメラの適正な設置が必要である。 

• 遊漁で漁獲された SBTに対するアザラシによる食害が知られている

が、こうした食害はタスマニア南部海域に限定されているようであ

り、その相互作用率は信頼できる形では定量化されていない。 

• 一部、EMでは個体の生存状況を判断できないケースがあった。 

• はえ縄漁業における海鳥の種同定の質を向上させるための措置が導入

されている。この措置には、羽サンプリングキットを用いた特定の手

法による羽の収集や、指定された一連の位置での EMカメラ近くでの

海鳥の保持といった要件が含まれる。オーストラリアまぐろはえ縄漁

業に対する EMで補足された海鳥類、海棲哺乳類及び海亀類との相互

作用は、種の報告の正確性を評価するために須らくレビューされ、ま

た得られたデータは将来的な参照のためにデータベースに保存され

る。 

インドネシア： 

• 捕獲漁業総局の資金による複数のオブザーバー航海の結果について

は、現在も漁業管理・保全研究センターの科学者による確認中であ

る。 

• 漁業改善計画（FIP）を通じて、当局との協力によりオブザーバーカバ

ー率を 5 % まで向上するための試みが進行中である。 

 

 

 

 



 

日本： 

• COVID-19パンデミックは、2020年漁期以降、漁船へのオブザーバー

の配乗に影響を及ぼしている。 

• 遵守委員会（CC）に報告した是正措置は、海鳥混獲緩和措置の遵守を

確保するための漁業者との協議プロセスの一部となっている。このプ

ロセスにおいて、水産庁（FAJ）は、漁業者に対して現在の海鳥混獲

緩和措置の実施状況を説明するためのブリーフィングを行うととも

に、実施状況をどのように改善するかに関する教育資料を用いた指導

を行っている。これらの措置は有効と考えられており、今後も継続し

ていくこととしている。 

• 2019年から 2020年にかけての観察海鳥捕獲数の減少の原因として

は、オブザーバーカバー率の低さに起因する空間的なサンプリングバ

イアスが可能性として考えられる。しかしながら、操業海域には海鳥

の密度が高い海域も含まれていることから、混獲緩和措置の実施率の

改善が混獲数の減少につながった可能性もある。 

• 唯一の混獲緩和措置として BSLが使用されたと判断された漁船は、夜

間投縄の仕様を誤解していた可能性がある。これらの漁業者は、夜明

け前に最初の鈎針が投入された場合は全ての鈎針の投入が夜間投縄と

して分類できるものと考えていた。水産庁は、漁業者による誤解の防

止に資するよう、漁業者に対して引き続き夜間投縄の正しい仕様を説

明していくこととしている。 

韓国： 

• COVID-19パンデミックの影響により、2020年は SBTを専獲する韓国

はえ縄漁船には乗船オブザーバーは配乗されなかった。韓国は、2022

年に SBTを専獲する漁船に対する科学オブザーバー計画を再度実施す

ることを計画している。 

ニュージーランド： 

• オブザーバーは、さめ類のハンドリング方法及びさめ類が放流された

際に鈎針がかかった状態であったか否かに関する情報を収集してい

る。このデータの正式な解析は実施されていないが、情報を見る限り

ではいくつかの傾向がある。一般的に、小型さめ類については手で鈎

針が外されているが、大型のさめ類の鈎針はスヌードが切断されてい

る。 

• これまで、みなみまぐろといったまぐろ類を漁獲対象とする表層はえ

縄船団を対象とした EM試行プロジェクトは実施されていない。他の

漁業種類で実施されたトライアルも限定的なもので、ログブックの報

告に対する EMの影響を評価するには適していなかった。 

台湾： 

• 台湾は、みなみまぐろ専獲漁船によるトリライン、荷重枝縄及び夜間

投縄といった海鳥混獲緩和措置の同時使用の有効性に関する研究結果

を ERSWG 15に提出する予定であることを述べた。 

• 台湾は、海区 5における同メンバーの船団と海亀との相互作用の増加

については言及しなかった。 



 

 日本は、2018年における日本科学オブザーバー計画の結果の概要に関す

る文書 CCSBT-ERS/2203/BGD 02を提出した。主要な CCSBT統計海区

（4 - 9海区）において 7隻に科学オブザーバーを配乗した。調査カバー

率は、隻数ベースで 8.1 %、使用釣鈎数ベースで 6.4 %、SBT漁獲尾数ベ

ースで 6.1 % であり、オブザーバーが実際に観察した時間を考慮した場

合の使用鈎針数ベースでは 4.8 % であった。オブザーバーが記録した

SBTの体長と、RTMPで漁業者から報告された漁獲体長とは概ね一致し

た。オブザーバーは乗船中に SBTの耳石 126個体分、筋肉 123個体分を

含む各種の生物標本を採取した。オブザーバーは SBT 8個体分の

CCSBT通常標識を回収した。 

 日本は、2019年における日本科学オブザーバー計画の結果の概要に関す

る文書 CCSBT-ERS/2203/BGD 03を提出した。主要な CCSBT統計海区

（4 - 9海区）において 20隻に科学オブザーバーを配乗した。調査カバ

ー率は、隻数ベースで 23.0 %、使用釣鈎数ベースで 22.0 %、SBT漁獲尾

数ベースで 18.0 %であり、オブザーバーが実際に観察した時間を考慮し

た場合の使用鈎針数ベースで 17.6 % であった。オブザーバーが記録し

た SBTの体長と、RTMPで漁業者から報告された漁獲体長とは概ね一致

した。オブザーバーは乗船中に SBTの耳石 246個体分、筋肉 289個体分

を含む各種の生物標本を採取した。オブザーバーは SBT 3個体分の

CCSBT通常標識を回収した。 

 日本は、2020年における日本科学オブザーバー計画の結果の概要に関す

る文書 CCSBT-ERS/2203/BGD 04を提出した。主要な CCSBT統計海区

（4 - 9海区）において 5隻に科学オブザーバーを配乗した。調査カバー

率は、隻数ベースで 6.4 %、使用釣鈎数ベースで 10.4 %、SBT漁獲尾数

ベースで 6.4 %であり、オブザーバーが実際に観察した時間を考慮した

場合の使用鈎針数ベースで 7.4 % であった。カバー率が低かった主な原

因は、COVID-19の世界的感染拡大に伴って、予定していたオブザーバ

ーの配乗ができなかったためである。オブザーバーが記録した SBTの

体長と、RTMPで漁業者から報告された漁獲体長とは概ね一致した。オ

ブザーバーは SBT 2個体分の CCSBT通常標識を回収した。 

 議長は、国別報告書を提出したメンバーに感謝するとともに、事前協議

プロセスにより質問への回答により多くの時間をとることができるよう

になったことを指摘した。 

 ERSWG 12に対する日本の文書 CCSBT-ERS/1703/26 (Rev.1) では、日の

出及び日没に関連する投縄のタイミングに対する漁獲対象種と海鳥混獲

の CPUEの関係について探究していたことが指摘された。本文書は今次

会合の後半に行われる混獲緩和関連の議論に関係することが示唆され

た。 

 会合は、ERSWGに対する将来の国別報告書において、ERSの総死亡数

の推定値を報告するための表に FAOのアルファベット 3文字によるコ

ード及び種／種群の名称を含めるべきことに合意した。 

 

https://www.ccsbt.org/en/system/files/ERSWG12_26_JP_NewAspectsOfCatchRate_Rev1.pdf


 

2.2.   ERSWGデータ交換に関する事務局からの報告 

 本議題項目にかかる議論は、ERSWG会合の開会前に文書通信により開

始された。 

 事務局は文書 CCSBT-ERS/2203/04を提出した。本文書において、事務

局は ERSWGデータ交換（EDE）を通じて提供されたデータ（2020年の

データが提供された 2021年 EDEのデータを含む）を総括した。

ERSWG 10で定められたとおり、サマリーはメンバー別に集計されてお

り、観察漁獲努力量及び実際の漁獲努力量、オブザーバーカバー率、観

察死亡数及び推定総死亡数が含まれている。また年別、CCSBT統計海

区別及び種／種群別にも集計されている。データは EU（報告すべき

ERSデータが存在しない）及び南アフリカ（過去 2回の EDEにおいて

ERSWGデータを提出しておらず、したがって 2019年及び 2020年のデ

ータが提供されていない）を除く全メンバーから提供されている。 

 事務局文書を検討した上で、会合は将来の ERSWG会合に関して以下に

合意した。 

• オブザーバーカバー率の効果の違いを見るための基準として、観察捕

獲数に加えて「捕獲率」を含む表を事務局文書に追加すべきこと。 

• 文書の表 5を統計海区 4及び 14を含める形で拡張すべきこと。 

 会合は、時間をかけて種レベルでの報告に移行していくことの重要性、

及び EDEにおける種群「Giant petrels」との名称を「Large petrels」に変

更する可能性について検討した。これにより、Giant petrelsは種群

「Large petrels」のサブセットとなる。会合は、こうした課題は海鳥に関

する複数年戦略における活動項目として検討した方が良いと考えられる

ことに留意し、その検討を該当する議題項目まで先送りした。 

 事務局は、ERSWGに関連する CCからの情報及びやりとりに関する文

書 CCSBT-ERS/2203/05を提出した。本文書では以下四点に関する情報

を示した。 

• CC 16報告書のうち ERS関連パラグラフの抜粋。この抜粋には、メン

バーによる ERS措置の実施状況及び ERSにかかるパフォーマンスに関

する CCへの事務局年次報告書（CCSBT-CC/2110/05。本会合には

CCSBT-ERS/2203/BGD 01として提出）の概要が含まれる。また本文書

では、日本から最近提出された、2020年における日本の混獲緩和措置

の使用状況に関して上記の CCSBT-CC/2110/05で報告された結果より

も改善したことを示す修正データについても確認した。 

• CCで提起された「夜間投縄との報告は全ての投縄が夜間に実施された

ことを意味するのかどうか」に関する質問へのメンバーからの回答 

• オブザーバー、電子モニタリング及びログブックデータといった別の

混獲緩和データソースとの相互検証を含める形での、CCSBTの科学デ

ータの検証のための高い水準の実施行動規範の修正案 

• 混獲緩和措置に関して収集された情報の種類に関してメンバーから CC

への年次報告で提供された情報 



 

 夜間投縄の報告に関する議論があった。CCSBTの EDEにおける夜間投

縄の報告において、メンバーがそれぞれ異なる夜間投縄の定義を用いて

いることが指摘された。EDEでの報告を目的とした統一的な夜間投縄の

定義については結論に達しなかった。 

 会合は、オブザーバー及びログブックデータといった別の混獲緩和デー

タソースとの相互検証を含める形での CCSBTの科学データの検証のた

めの高い水準の実施行動規範の修正案について検討した。修正提案に対

するコンセンサスはなかった。 

 

議題項目 3. ERS 作業部会に関連する他の機関の会合報告及び／又は結

果 

 会合は、文書 CCSBT-ERS/2203/06で提示された第一回まぐろ類 RFMO

合同混獲作業部会会合（ポルト（ポルトガル）で 2019年 12月 16－18

日に開催）の報告書に留意した。同会合はさめ類の混獲に焦点を当てた

もので、混獲緩和、混獲される個体群に関する推定及び脅威評価、混獲

関連の科学、データ上の問題点、及び混獲問題への対処における業界及

び政府の役割といった漁業関連の課題を幅広く検討した。同会合は、混

獲種に関するリファレンスポイントの設定及び尊重を伴う科学に基づく

管理措置の採択の検討、板鰓類の混獲死亡を削減するためのインセンテ

ィブの創設、あらゆる混獲種に対する予防的アプローチの採択、頑健な

総混獲数の推定のための電子モニタリングを用いたオブザーバーカバー

率の向上といった 18項目の勧告を行った。これらの勧告は、ERSWG 14

会合前の事前協議を通じてメンバーにより検討された。オーストラリア

は、RFMOによる CITESへの関与に関する勧告、及び次回 CITES会合

においてさめ類が新たに附属書に掲載される可能性が高いことを指摘し

た。メンバーは、まぐろ類 RFMO合同混獲作業部会による勧告は後段

の議題の文脈において考慮すべきことに合意した。 

 バードライフは、ERSWG 13以降の同団体の作業のアップデートを提示

した三つの文書（CCSBT-ERS/2203/Info 02、CCSBT-ERS/2203/Info 03及

び CCSBT-ERS/2203/Info 09）を発表した。バードライフの文書 CCSBT-

ERS/2203/Info 02によれば、あほうどりタスクフォースは、効果的な混

獲緩和措置に関する教育及び導入を通じて継続的に海鳥混獲を削減する

ことに成功した。特筆すべき取組としては、鳥威しラインを義務的に導

入した 2015年以降のナミビアのメルルーサはえ縄漁業における海鳥混

獲率の 98.4 % の削減がある。台湾では、大規模及び小規模公海漁船に

おける鳥威しラインの設計を改善するべく、RSPB（英国のバードライ

フパートナー）が台湾野鳥学会及び台湾漁業署と協力している。2021年

5月以降、インド洋及び太平洋の両方において 5隻のまぐろはえ縄漁船

によるトライアルが実施されている。ソーシャルメディアキャンペーン

「アルバトロス・ストーリー」を通じた教育活動は、あほうどりが直面

する種の保存上の課題に対する関心を高めるべく継続されている。日本

においては、バードライフは引き続きまぐろサプライチェーンとの関係



 

性を構築しているところである。2019年 11月には対面でのセミナーを

開催し、また 2021年 7月には混獲に焦点を置いた水産物の持続可能性

に関するウェビナーを 2回開催し、まぐろサプライチェーンの企業が参

加した。またバードライフは、SeaBOSによる絶滅危惧種戦略及び海鳥

類に関するベストプラクティス助言の策定に向けた技術的助言を提供す

る形で SeaBOSに協力した。バードライフは引き続きグローバル海鳥追

跡データベース（2003年設立）の管理を担っており、データベースに関

する新ウェブサイトは 2022年に公開予定となっている。またバードラ

イフは、2021年 10月 1日に OSPAR条約で指定された北大西洋海流及

びエブラノフ海盆（NACES）MPA海域の特定につながった海鳥追跡デ

ータ解析を主導した。 

 文書 CCSBT-ERS/2203/Info 03では、ERSWG会合に対し、絶滅危惧種及

びその生息域に対するリスクを低減するための既存及び新規の取組がよ

り幅広く水産業界のあらゆる側面横断的に適用されることを目指しつ

つ、漁業に関する知識を改善するとともに透明性を向上させることを目

的とする Seafood Business for Ocean Stewardship (SeaBOS) の新たな絶滅

危惧種戦略に関する情報を提供した。SeaBOSイニシアティブは、全世

界の水産業界におけるユニークな分野横断的コラボレーションである。

SeaBOSには、世界の水産物生産量の 10 % 以上を占める世界最大級の水

産会社 10社が参加しており、600社以上の子会社で構成されている。専

門分野や大学の枠を超えた一流の科学者とともに、世界の水産業に対す

る変革のリスクや機会、及び影響を受ける主な分野について探究してい

る。多くの種が絶滅危惧種として定義されていることを踏まえ、本戦略

では、当初（2021－2023年）は板鰓類及び海鳥類に焦点を当てている。

絶滅危惧種に対する有害なリスクを大幅に削減するべく、期限を区切っ

た五つのゴールが設定され、これを達成するための段階的なアプローチ

を定めている。同戦略の第一フェイズ（2021－2023）では、既存のアプ

ローチや海洋管理の主流化に貢献しつつ、新たな知見や実践方法を生み

出すこととしている。海鳥類及び板鰓類にかかる当初の作業では、他の

絶滅危惧種に対するベストプラクティスを合同で策定及び拡大する機会

を提供することとしている。科学者とともに作業を行う SeaBOSメンバ

ーは、絶滅危惧種の状況のモニタリング、負の影響の低減又は遵守への

インセンティブに資するような新規技術を含め、科学に基づくソリュー

ションの策定及び試行を行う。 

 SeaBOS絶滅危惧種戦略（CCSBT-ERS/2203/Info 03）で詳述された期限

を区切ったゴールの達成に資するため、SeaBOSは、多数の絶滅危惧種

（海鳥類及び板鰓類）に対する負の影響を低減するための一連の科学に

基づく運用上のベストプラクティスを策定した（CCSBT-ERS/2203/Info 

09）。さらに SeaBOSは、措置の遵守を証明するための監視・管理・取

締り、重要な知見にかかるギャップの特定及びこれに対応することの重

要性を強調している。個体群のサイズ、繁殖、摂餌、回遊生息域に関す

る不十分なデータや関連する時間的・空間的動態については、現在は知

見のギャップとして認識されている。 



 

 メンバーは、三つの文書を提供したバードライフに感謝し、必要に応じ

てこれらの文書を後段の議題項目で検討することに合意した。 

 

議題項目 4. ERSWG 13による作業計画の進捗状況のレビュー 

 議長は、ERSWG 13による作業計画の進捗状況に関する議論は文書通信

により会合前に実施されたことを述べた。 

 メンバーは、他のまぐろ類 RFMOへの提供を目的とする ERSWG報告書

の重要なポイントの概要に関して CCSBT-ERS/2203/07の別紙 Bで提案

されたテンプレートを採択することに合意した。 

 ACAP海鳥種同定ガイドをインドネシア語に翻訳できれば有益と考えら

れること、及びメンバーは本件について前向きであったことが留意され

た。ACAPは、この作業にかかる資金の一部を提供することに合意し

た。 

 メンバーは、海鳥種同定ガイドにおける写真の重要性に留意し、この情

報をホストするプラットフォームとして BMISシステムを活用すること

への支持を表明した。CCSBTにおける海鳥写真データベースとして

BMISの活用を検討することを作業計画の項目として追加することが提

案された。 

 修正データを提供するとした以前のコミットメントに関して、オースト

ラリアは、近い将来においてデータを提供することを目指している旨を

示唆した。オーストラリアは、同メンバーの国内データシステムに変更

があった影響で ERSWG 14までに変更データの提供を行うことができな

かった。データは既に受領済であり、現在はデータ提供に向けた準備を

進めているところである。 

 

議題項目 5. ERSに関する情報及び助言 

5.1   海鳥類 

5.1.1 資源状況に関する情報 

 ACAPは、あほうどり類及びみずなぎどり類の保存状況及び CCSBTは

え縄漁業における混獲削減に関する ACAPのベストプラクティス助言の

アップデートに関する文書 CCSBT-ERS/2203/16を発表した。ACAPは、

CCSBT漁業と分布域が重複するあほうどり類 25種と大型みずなぎどり

類の大部分が種の保存上深刻な状態にあることを強調した。直近の評価

（2021年 9月）において、ACAPの個体群及び保存状況に関する作業部

会（PaCSWG）は、過去 20年間において 11種を減少、6種を安定、2種

を不明、そして 6種を増加と評価した。ACAP掲載種の主要 9種のうち

7種の分布が CCSBT海域と重複している。これらのうちの 1種はアンテ

ィポデスあほうどりで、年あたり 12 % の割合で減少している。 



 

 ACAPは、海鳥混獲緩和措置にかかる直近のレビュー、及び 2021年 8/9

月に開始された第 12回 ACAP諮問委員会で行われた最新の ACAPベス

トプラクティス助言について述べた。ACAPベストプラクティス助言

は、定期的な調査結果のレビュー及び一連のクライテリアに基づくもの

である。ACAPが勧告したベストプラクティスは、荷重枝縄・鳥威しラ

イン及び夜間投縄の同時使用、又は鈎針被覆装置（フックポッド LED、

フックポッド・ミニ又はスマートツナフック）の使用、又は水中投餌装

置（水中ベイトセッター - スカディアテクノロジー）である。これらの

うち二つ（フックポッド・ミニ及び水中ベイトセッター）は 2021年の

レビューで追加された。ACAP諮問委員会が承認した最新のガイドライ

ンには、オブザーバー計画におけるデータ収集ガイドライン及び電子モ

ニタリングシステムに関するガイドラインが含まれている。これらのガ

イドライン及びその他の ACAP関連のリソースは ACAPのウェブサイト

（https://www.acap.aq/resources/bycatch-mitigation）から入手可能となって

いる。 

 会合は、ACAPによって行われた優れた作業、及び新たな混獲緩和措置

を検討する際の ACAPによる慎重なアプローチに留意した。その他の混

獲緩和手法には、有効性が高いフックポッド・ミニ、並びに現在も試験

が続けられている水中ベイトセッターが含まれる。技術革新とこれらの

混獲緩和措置の開発を通じて、海鳥混獲は劇的に減少する可能性があ

る。 

 ERSWGは、浮はえ縄漁業における海鳥混獲を削減するための最も効果

的な方法に関する助言を ACAPがアップデートしたことに留意した。最

新の助言には、依然として荷重枝縄・夜間投縄及び鳥威しラインという

3つのベストプラクティス措置の同時使用が含まれている。これに加え

て、現在は、評価が行われた三種類の鈎針被覆装置のうちのいずれかの

使用、又は新たに評価が行われた水中投餌装置の使用が、適切な代替手

段として勧告されている。 

 質問に対し、ACAPは、スマートフックを混獲緩和措置として認識して

いる RFMOはないことを確認した。この点について、日本は、インド

洋まぐろ類委員会（IOTC）ではスマートフックについて検討したもの

の、使い捨てであるために混獲緩和装置としては採択されなかったこと

を補足した。 

 バードライフは、IUCNレッドリスト向けに設計された標準的脅威分類

スキームを用いた全海鳥類 359種に対する全球的脅威を解析した文書

CCSBT-ERS/2203/17を発表した。ほとんどの種において、陸上での最大

の脅威である侵略種、及び第三の脅威である気候変動／極端な天候と並

び、漁業による混獲は海洋における最大の脅威となっている。漁業、特

にはえ縄漁業及び底引き網漁業は最大で 100種に影響を及ぼしており、

本文書では、様々な海鳥の種群に対する全球的な脅威としての混獲の重

要性を強調した。あほうどり類（90 % 以上の種）、みずなぎどり類及

びぺんぎん類は、最も漁業混獲による脅威に曝されている種群である。

上位三つの脅威による個体群への影響を軽減するだけで全種の 3分の

https://www.acap.aq/resources/bycatch-mitigation


 

2、およそ 3億 8千万個体（全球海鳥個体群の約 45 %）が恩恵を受ける

ものと考えられる。 

 はえ縄漁業による海鳥類の混獲には、死亡と生存捕獲（主に揚縄中）が

ある。負傷により後に死亡する鳥類の割合は不明であり、この隠れた死

亡が海鳥個体群に対する漁業の影響を定量化する作業を複雑にしてい

る。バードライフは、サウスジョージア島での過去 26年間にわたる英

国南極調査による詳細な研究に関する文書 CCSBT-ERS/2203/18を発表

した。本研究では、コロニーにおいて鈎針がかかっていたりラインが絡

まっている状態が確認された鳥類から得られたデータ、及び漁船からリ

リースされたリング標識が装着された鳥に関する報告書のデータを用い

た。本研究の目的は、生存捕獲の相対的リスクを種別に決定すること、

経時的なトレンドを特定すること、及びリリース後の生存率を把握する

ことであった。個体群サイズを考慮するために foul-hooking指数を用

い、わたりあほうどりとおおふるまかもめ類ではほぼ同じであったのに

対し、まゆぐろあほうどりでは指数が一桁低く、他 2種のあほうどり種

の指数はゼロであった。指数は 2000年代前半から半ばにかけてピーク

に達し、その後減少しているが、これは漁業の操業方法の変化（季節的

な漁業閉鎖による遅延効果、新たな漁業システムの導入、一部の底はえ

縄漁業における漁獲努力量の削減及び全体的な混獲緩和措置の改善を含

む）に概ね対応している。したがって、コロニーにおける foul-hooking

指数は、異なる種に対する経時的な相対的リスクを反映しており、船舶

ベースで生存捕獲率をモニタリングするための補助として有用である。

年齢及び報告時点での状態、及び年間の生存確率を考慮すると、わたり

あほうどりの生存捕獲及び放鳥後の生残率は、より広い個体群で想定さ

れる生残率の 40 % 程度であった。現状ではほとんどの研究において生

存捕獲による有害な影響は考慮されていないので、この結果は海鳥類に

対する漁業の影響を判断しようとする生態学的リスク評価に大きな影響

を及ぼすものである。 

 ERSWGは、海鳥類と SBT漁業との相互作用は依然として非常に懸念す

べき水準にあるとした以前の助言を修正を求めなかった。 

 バードライフは文書 CCSBT-ERS/2203/Info04を提出した。異なる生活史

段階における移動の要因を明らかにすることは、年齢による生存率の変

化や、海洋の上位捕食者に関しては多くの分類群において個体群減少の

要因となっている漁業海域との重複及び偶発的死亡（混獲）との間の関

連性を理解する上で極めて重要である。本文書では、絶滅の危機に瀕し

ている海鳥のどじろくろみずなぎどり（Procellaria aequinoctialis）の幼

鳥（巣立ち雛）及び成鳥における多様な移動パターンにかかる環境要因

及び保存上の影響を調査するため、個別の追跡データと移動モデルを組

み合わせた。幼鳥、繁殖成鳥及び非繁殖成鳥の空間的分布及び移動特性

を比較し、力学的移動モデルを適用してクロロフィル aの濃度（餌料資

源の代数として）及び海面風が多様な分布パターンに影響を及ぼす程度

を調査した。また、各生活史段階と漁獲強度及び報告漁獲努力量（混獲

リスクの代数として）との相対的な重複を定義することにより、保存上



 

の影響についても考察した。巣立ち雛は（飛行距離、飛行速度及び飛行

経路の曲がり具合に基づくと）成鳥と同等の飛行能力を持って巣立った

ものの、軌道が成鳥とは異なっていた。力学モデルによるシミュレーシ

ョンの結果を実際の追跡データと比較した結果、幼鳥の移動は卓越風の

パターンによって最もよく予測されるのに対し、成鳥はパタゴニア大陸

棚の餌料資源に誘引されていた。幼鳥は、最初は成鳥が利用している海

域よりも生産性が低い海洋域に散開し、漁業活動域との重複も少なかっ

た。しかしながら、南アメリカに向けて西進するに連れて混獲リスクが

大幅に上昇した。 

 バードライフは文書 CCSBT-ERS/2203/Info05を提出した。多くの海鳥は

摂餌のために潜水するが、種ごとの摂餌潜水能力は形態、生理、餌料の

利用可能性、外乱光のレベルといったファクターによって変動する。熟

練のダイバーは、はえ縄漁船によって投入され沈降していく餌を強奪す

る能力が高く、またこれを水面に戻すことで他の種に対する暴露を高め

てしまう可能性がある。このため、潜水能力は、漁業における偶発的死

亡（混獲）を緩和する上で大きな影響がある。本文書では、世界で最も

混獲が多い海鳥種であるのどじろくろみずなぎどりについて、バード島

（サウスジョージア）で追跡した同種の潜水行動及び活動パターンを解

析した。洋上での摂餌行動を様々な側面から精査するために 3つのデー

タソース（飛び込み、空間移動及び潜水行動）を組み合わせ、混獲緩和

のための代替的な手法に対するそれらの影響を検討した。追跡されたの

どじろくろみずなぎどり（n = 14）では、主に夜間のごく短時間（5秒未

満）の浅い潜水（水深 3m未満）がほとんどであったが、日中及び夜間

における着水（飛び込みを含む）はそれぞれわずか 7 % 及び 10 % に過

ぎず、このことから摂餌方法としては静止水面を好むことが示唆され

た。しかしながら、個体によっては相当の深さ（最大深度 14.5m）及び

速度（最大 2.0m-s-1）で潜水可能であったことから、鈎針の沈降率を最

大化した荷重枝縄を使用することと、潜水深度以深まで鈎針を保護する

ための鳥威しラインの範囲を拡張することの重要性が強調されている。

本調査結果は、海鳥混獲を最小化するために RFMOが採択している混

獲緩和措置の重要性を強調している。 

 バードライフは、移動性の海洋生物種は政治的な境界を超えて公海に入

域するが、生物多様性に関する効果的な世界的管理の枠組みが欠如して

いるために、これらの種は脅威に対して脆弱な状態にあることを指摘し

た。バードライフが提出した文書 CCSBT-ERS/2203/Info06は、39種のあ

ほうどり類及び大型みずなぎどり類に対する国家管轄下にある海域及び

公海の年間における相対的な重要度を推定するため、87地点における

5,775個体の鳥から得られた 10,108件の追跡データを繁殖個体群サイズ

データと組み合わせた。いずれの国の個体群も公海を広く活用してお

り、どの国も国際的な海域における生物多様性の管理に関わりがあるこ

とを示唆している。調査実施者は、これらの脅威に曝されている海鳥類

の国内個体群と、公海漁業を規制している地域漁業管理機関（RFMO）

との間の関係性を定量化した。公海で操業する漁船団は旗国の管轄下に

ある。したがって、一部の国の管轄水域内にはあほうどり類や大型みず



 

なぎどり類がいない場合であっても、一部の国は公海で操業する船団を

通じて海鳥類に影響を及ぼしている。本研究は、あほうどり類と大型み

ずなぎどり類横断的に発生している脅威を成功裏に緩和するにあたって

は、強調した国際的な努力と結び付けられた国内措置の重要性を強調し

ている。 

 個体群のモニタリングの結果、過去数十年においては海鳥類の幼鳥の生

存率が低いことが明らかにされてきたが、これは巣立ち雛が成鳥よりも

混獲の影響を受けやすいためである可能性がある。しかしながら、海鳥

の行動や漁業との相互作用に関する知見には依然として大きなギャップ

がある。バードライフが提出した文書 CCSBT-ERS/2203/Info07では、洋

上での分布域を調査するとともに混獲リスクを評価するため、この絶滅

危惧種の中でも最大の個体群を有し、かつ急激に減少しているサウスジ

ョージア島のはいがしらあほうどり（Thalassarche chrysostoma）の幼鳥

を追跡した。巣立った幼鳥は北西に分散し、南東大西洋の日本浮きはえ

縄船団から報告されたはいがしらあほうどりの混獲ホットスポットと分

布が重複するようになる。はいがしらあほうどりの成鳥は漁業活動の影

響を受けにくい海域（南緯 40度以北）を利用していることを踏まえれ

ば、この海域で混獲される鳥類の大部分はサウスジョージア島のおそら

く幼鳥、場合によっては若鳥であり、継続的な個体群減少を説明する重

要なファクターを示しているものと考えられる。本研究は、はいがしら

あほうどりの脆弱な個体群に対する影響を低減するためには、はえ縄漁

船が混獲緩和措置を完全に実施する喫緊の必要性を強調している。 

 

5.1.2 ERSの死亡数の推定及びこれに伴う不確実性 

 本議題項目に対する文書の提出及び検討は行われなかった。 

 

5.1.3 生態学的リスク評価 

 ニュージーランドは、文書 CCSBT-ERS/1905/15に関して ERSWG 13で

なされたコメントに応え、休会期間中に収集された追跡データを用いて

アンティポデスあほうどりの分布の経年変動について評価した文書

CCSBT-ERS/2203/12を発表した。海鳥の分布は、管理のための基礎情報

として空間的リスク評価手法を適用する上で特に重要である。捕獲数が

特に多い海域を予測するため、海鳥分布と漁獲努力量データを組み合わ

せた。CCSBT条約区域における表層はえ縄漁業の空間的管理ツールと

してこれらのホットスポットを特定することが提案されている。 

 なぜ重複のトレンドがアンティポデスあほうどりの個体群減少を反映し

ていないのかに関する質問が提起された。過去の解析とは異なるデータ

セットが使用されたこと、及びこの入力データの違いにより結果の差異

が説明し得ることが明確化された。ニュージーランドは、今後の結果の

基準としてシミュレーションしたデータを使用し得ることに合意した。 



 

 年によって重複にいくらかの違いがあること、及び最終的な解析ではデ

ータをグループ化すべきことが提案された。 

 さらに、解析を実施するのに十分なデータがない一部の種では、ホット

スポットアプローチにかかるいくつかの課題が残されていることが指摘

された。 

 メスのアンティポデスあほうどりはどこで CCSBTの漁獲努力と重複し

ているのかとの質問が提起された。アンティポデスあほうどりの特定の

個体群に対するリスクはMulti-threat Risk Assessment（MTRA）において

評価されることが明確化された。MTRAは、漁獲努力量、プラスチック

への暴露及び気候変動によるリスクを評価するものである。 

 オーストラリアは、移動性野生生物種に関するボン条約の下に 2020年

に採択したアンティポデス行動計画の一部として、将来的なアンティポ

デスあほうどりに関する作業においてニュージーランドと協力する用意

があることを示唆した。 

 あほうどり科の種同定は難しいこと、及び種レベルまで混獲種を正確に

同定するには DNA解析が必要であることが留意された。ニュージーラ

ンドは、種レベルではなくともあらゆる追加的な混獲情報を歓迎すると

述べた。 

 分布域の頑健性の評価手法は他の種にも利用できるのかどうかについて

の質問が提起された。追跡データの長さを評価して再サンプリングを行

う同手法は、十分な追跡データがあれば他の種にも利用可能であること

が明確化された。 

 南緯 25度以南での混獲緩和措置の使用要件は、アンティポデスあほう

どりに関して提示された追跡データ及びこれから生成した分布域と整合

しているように見えることが指摘された。 

 ニュージーランドは、追跡データの水準及びそれに基づく解析が、ホッ

トスポット解析に利用する分布域の頑健な推定値を確立するのに十分で

あるとする見解への合意を求めた。さらなる質問は提起されなかった。 

 ニュージーランドは、南半球リスク評価（SEFRA）の手法及び入力デー

タのアップデートを示した文書 CCSBT-ERS/2203/13を発表した。本文

書には、ACAP掲載 25種の Population Sustainability Threshold（個体群を

維持するための個体数の閾値）を生成するために用いられるデータのカ

タログも示した。ここでの SEFRAのアップデートには、表層はえ縄、

底はえ縄、底引き網及びいか釣り漁業から得られたデータが含められる

予定である。前回の反復作業では表層はえ縄のみを検討した。ニュージ

ーランドは、SEFRAの結果はメンバーにも提供されることを確約し

た。 

 前回の SEFRAの反復作業はニュージーランド・日本・オーストラリア

及び南アフリカ、並びに日本及び台湾の間の共同作業であったことが留

意された。日本及びオーストラリアは、データの貢献、モデル開発及び

モデルの頑健性評価の分野について、今回の SEFRAラウンドでも引き



 

続き協力すべきとの意向を示した。ニュージーランドはこの提案を歓迎

し、この協力関係を促進する方法を検討する予定である。 

 今回の SEFRAと文書 CCSBT-ERS/1905/17で説明された前回の反復作業

との違いを明確にするよう要請された。これに対し、前回の反復作業で

は四半期別の解像度であったのに対し、今回のモデルでは月次の解像度

が用いられていることが説明された。推定されたリスクの時間的変化

と、モデル設定及び入力データの違いから来る結果の差異とを区別する

ことができるよう、最終的な結果には前回の SEFRAと同様の設定及び

／又は入力データを用いた計算結果も含めるべきことが要請された。 

 リスク評価において多様な鳥の生態（特に巣又は営巣地で過ごす時間）

が及ぼす影響に関する質問が提起された。月次データで運用されるモデ

ルでは、異なる生活史段階、繁殖状態及び営巣地での滞在時間の違いを

考慮することが明確化された。 

 今回の作業は、Common Ocean IIプロジェクトの一部としてバードライ

フが主導する表層はえ縄漁業による海鳥混獲にかかる全球的評価とどの

ように調整されるのかに関する質問が提起された。さらなる明確化を求

めたやりとりの中で、Common Ocean IIでは Common Ocean Iで行ったも

のと同様の解析を再度実施することを計画していることが説明された。

本プロジェクトにかかる休会期間中の協力のレベルについていくらかの

確認が必要であること、及びメンバーは本プロジェクトに対してより積

極的に協力していくことが合意された。 

 ニュージーランドは、SEFRAに貢献するべく休会期間中にオブザーバ

ーデータの提供を要請する可能性があることを述べた。日本及びオース

トラリアは同提案を支持したものの、まずデータの機密保持に関する条

件を確立する必要があることを述べた。またメンバーは、協力はデータ

の提供に留まらず、解析の際の協力も含むべきことに合意した。 

 ホットスポット解析と南半球リスク評価が相互にどう関係するのかにつ

いての明確化が求められた。ERSWG 12において、高リスク海域の定義

としてオプション 3Aが合意されたことが指摘された。このオプション

は、高リスク海域を、最も高いリスクに曝されている海鳥類に対するは

え縄漁業によるリスクが最大になる場所に限定しようとするものであ

る。これに加え、ERSWG 13では、海鳥類の分布と漁獲努力の空間的・

時間的重複、及び船団に特異的な漁獲能力が主に高リスク海域の決定に

貢献していた。これらの高リスク海域は、漁獲努力に合わせて動的に移

動するか、又は生態学的な要因となってより安定するかのいずれかの可

能性がある。 

 ニュージーランドは、休会期間中において、最も高いリスクに曝されて

いる海鳥類における相当の追跡調査が完了したことを述べた。文書

CCSBT-ERS/2203/12で行われた解析では、過去 30年間の追跡の結果、

アンティポデスあほうどりが安定していることが示された。このこと

は、漁獲努力がホットスポット解析における動的コンポーネントである

ことを示唆している。 



 

 情報提供として文書 CCSBT-ERS/2203/14が提出された。 

 

5.1.4 混獲緩和措置の評価及び助言 

 日本は、海鳥混獲緩和措置の有効性について評価した文書 CCSBT-

ERS/2203/11を発表した。本文書では、混獲緩和措置の有効性を精査す

るため、2018－2020年のデータを用いて海鳥混獲率（BPUE）を標準化

した。本研究で用いたオブザーバーデータの漁獲努力量は、大西洋から

太平洋にかけて概ね均等に分散していた。夜間に投入された鈎針又は／

及び荷重枝縄の割合が高いほど BPUEが低くなる傾向があったことか

ら、夜間投縄及び荷重枝縄が効果的であることが示唆されている。ま

た、日中であっても、荷重枝縄の割合の比率が 80 % を超えている場合

の BPUEはより低くなる傾向があった。信頼区間から統計的な有意差は

確認されなかったことからこの結果は予備的なものとなるが、さらにデ

ータを収集し精査することが重要である。 

 COVID-19パンデミックの影響を受けた 2019年のオブザーバー配乗に関

する明確化が求められた。日本は、2019年はオブザーバーカバー率が全

海域において一様に減少したので、収集されたデータは少なかったもの

の、依然として漁業を代表するものであることを明確化した。 

 荷重枝縄の効果が有意でなかった点について、様々なタイプの荷重枝縄

が一括りにWBとして取り扱われたことが原因ではないかとの質問が提

起された。日本は、将来の解析において重み付けを大きくすれば有意な

効果が出てくる可能性があると回答した。 

 混獲緩和基準は 8年前から実施されているにもかかわらず提示されたデ

ータは 2018年以降しかないことについての質問があった。全ての鉢に

おける詳細な荷重枝縄の配置に関するデータが収集されるようになった

のは 2018年以降であり、したがって本研究は利用可能なデータという

点では包括的であることが明確化された。 

 プレゼンテーションのうち、荷重されていなかった枝縄の割合に関する

図 2に関する明確化が求められ、またこのデータを表で提供することは

可能かどうかについて質問があった。本データはデータ交換を通じて提

供されたものであり、日本の年次報告書の表 2に提示されていることが

明確化された。 

 ホットスポットの特定が義務付けられている混獲緩和措置に対してどの

ように影響するのかに関する質問が提起された。本研究の目的は南緯 30

度以南における現行の緩和措置の有効性の評価であることが指摘され

た。混獲緩和措置の使用を向上するための日本の努力は、三つの措置の

うちの二つの使用を求めている現行の義務に焦点を当てている。 

 あるメンバーは、ここでのデータは乗組員によって報告されたもののよ

うであり、また操業の大部分は日中かつ荷重枝縄を用いずに行われてい

ることを述べつつ、2018年以降の荷重枝縄の使用に関する報告について

さらなる明確化を求めた。荷重枝縄の使用は 2019年から増加したこと



 

が明確化された。漁船に対する漁具の配布が進んだことで、2020年以降

の使用状況は改善している。 

 夜間投縄を判断するためのオブザーバーデータの使用に関する明確化が

求められた。日本は、オブザーバーデータが同メンバーの船団における

緩和措置の使用状況に関する情報にかかる最善のソースであると述べ

た。 

 夜間投縄とトリラインの使用は容易に定義可能であるが、枝縄の設定に

関してはばらつきがあることが指摘された。荷重枝縄の有効性に関する

結果が、鉢ごとの海鳥捕獲数の計算に用いる手法にどのように影響する

のかについての質問が提起された。 

 各鉢ごとの荷重枝縄の割合、及び荷重枝縄の使用要件を遵守したとして

報告するには各鉢の何パーセントの鈎針が荷重されている必要があるの

かに関する明確化が求められた。各鉢の荷重枝縄の割合は操業次第であ

ることが指摘された。 

 あるメンバーは、国別報告書の表 2に関してさらなる明確化を求めた。

表 2で報告されたデータは、2018年及び 2019年のほぼ全ての漁獲努力

はトリラインのみを用いて日中に実施されたとしており、ERSWG 13で

報告された内容と一貫していない。さらに、ACAPのベストプラクティ

ス基準を満たしているかを判断するため、2020年に使用された錘の重

さ、及び錘と鈎針との間の距離に関する情報が要請された。 

 全ての枝縄のうち荷重枝縄の詳細な設定が記録されるようになったのは

2018年以降であり、全ての錘は各まぐろ類 RFMOの CMMによる仕様

に従ったものであることが明確化された。 

 あるメンバーは、荷重枝縄の使用は日中と夜間の両方で行われたのかに

ついてさらなる明確化を求めた。錘は漁船に対して水産庁及び業界団体

から配布されており、これにより荷重枝縄の使用が改善したことが明確

化された。さらに、一部の漁船では既に 100 % の荷重枝縄の使用を達成

していることが述べられた。 

 2014年にこの解析が実施された際には SBTの CPUEに対する各種混獲

緩和措置の効果が含まれていたこと、及び当該情報はさらなる措置の採

択を進めるよう奨励するのに有益と考えられることが述べられた。 

 ニュージーランドは、混獲緩和戦略案を策定する際の基礎情報を提供す

るため、小型表層はえ縄漁船による海鳥類、おっとせい類、さめ類及び

うみがめ類を含む保護種の捕獲に影響を及ぼすリスク要因を評価した文

書 CCSBT-ERS/2203/15を発表した。うみがめ類、いるか類及び鯨類、

及び保護されているさめ類及びえい類については、2006－07年から

2018－19年までのニュージーランド国内表層はえ縄漁業について有意な

解析を行うには観察捕獲数が十分でなかった。 

 うみがめ類の混獲及び種は記録されていたかどうか、また結果に対する

投縄位置の効果に関する明確化が求められた。また、トリラインの設置



 

位置の高さによって空中のカバー範囲を無制限に広げることはできない

点が明確化された。 

 解析の対象となった期間中のうみがめ混獲はモデルに情報を与えるには

十分な数であったものの、近年はさらに多数のうみがめ捕獲が観察され

ており、本解析を将来的に再度実施する際にはこれらのデータが使用し

得ることが述べられた。さらに、モデル内では海域及び年はコントロー

ルされていることが述べられた。 

 解析中に特定された漁船冷凍庫の変数、及びこれが捕獲数の増加につな

がった理由に関する質問が提起された。これらの漁船はより沖合に行く

傾向があることが述べられた。 

 染色餌の使用状況、及びこれが本解析において重要な変数となっていた

かどうかに関する明確化が求められた。本解析では染色餌は重要な変数

としては現れなかったことが述べられた。 

 トリラインが枝縄投入位置の上にあったことを示す変数に関して、また

これはプレゼンテーションで示されたようにバックボーンの上であった

のか、又は餌の投入ポイントの上であったのかについての明確化が求め

られた。これらの変数にかかる正確な定義にはいくらかの曖昧さがあ

り、どの解釈が適用されたかが判断できないので、本データを収集する

オブザーバーにはさらなるガイダンスが必要であるというのが本解析の

結論の一つであったことが述べられた。 

 ヒューメイン・ソサエティ・インターナショナル（HSI）は、CC 16に

おいてメンバーは事務局に対して「可及的速やかに」、「夜間投縄の報

告とは全ての投縄が夜間に実施されたことを意味するのかどうか」を通

知することが合意された（CC 16会合報告書パラグラフ 142、事項 5）

ことを受けて、文書 CCSBT-ERS/2203/Info 01を提出した。CCSBTメン

バーは、広く認識されている夜間投縄の定義に合意しているものの、現

時点では、投縄は必ずしも日中のみ又は夜間のみに行われているわけで

はない。本文書では、メンバーによる日中と夜間を跨ぐ投縄のより良い

計上と混獲緩和プラクティスを支援することを目的とする二つの勧告を

行った。SBTはえ縄漁業における日中と夜間を跨ぐ投縄の割合をより明

確に理解することは、漁業データの正確性、及びこれに基づくデータ解

析の信頼性の観点から必要である。夜間／日中を跨ぐ投縄に由来する現

在のデータの不確実性は、遵守のレベル、混獲緩和措置の有効性、及び

メンバーの義務に関する誤った仮定につながっているおそれがある。

CCSBT-CC/2010/05 (Rev.1) が示したとおり、一部のメンバーから報告さ

れている海鳥混獲緩和措置の非遵守率は依然として高いままとなってお

り、観察されていないおよそ 90 % の漁獲努力に対して信頼性の高い形

で遵守を検証するには巨大な障害がある。夜間投縄単独でも受け入れ可

能な混獲緩和措置であると見なされるならば、混獲緩和の有効性を低減

させるであろう夜間／日中を跨ぐ投縄を阻止できるものと考えられる。

夜間投縄の実施は単独でも非常に有効な混獲緩和措置であることから、

いくらかでも暗いうちに投縄が行われれば、ゼロよりは望ましい。荷重



 

枝縄は、明るくなっていく時に別種の混獲緩和措置に変更するよりは負

担が少ないので、夜間／日中を跨いて投縄を行う漁船にとっては望まし

い混獲緩和措置であると考えられる。しかしながら、日中のトリライン

と荷重枝縄の組み合わせに比べて、夜間の荷重枝縄は混獲緩和措置とし

てより優れている。海鳥との相互作用が実際に使用されている混獲緩和

措置に対して正しく割当てられない限り、混獲緩和措置の同時使用の有

効性について完全に誤った結論が導かれてしまうことが指摘された。 

 

5.1.5 新たな四半期別 5度区画データの活用 

 本議題項目に関する文書は提出されなかった。しかしながら、ニュージ

ーランドは、これらのデータの活用については議題項目 5.1.3で報告さ

れており、将来の会合ではこれらの議題項目を統合することを提案し

た。 

 

5.1.6 海鳥の種同定 

 本議題項目に関する文書は提出されなかった。 

 

5.1.7 海鳥に関する複数年戦略 

 オーストラリアは、海鳥に関する複数年戦略の策定に関する文書

CCSBT-ERS/2203/10を発表した。本文書では、2017年以降に進められ

てきた、また SMMTG2勧告に基づく海鳥戦略の策定に向けて為された進

捗の概要を提示した。本文書には、拡大委員会（EC）が合意した全体

目標及び五つの個別目標、並びに指針となる原則、具体的な行動、実施

及び評価に関するコンテンツ案が含まれている。本文書は、CCSBT-

ERS/1995/12で行われた提案、ERSWG 13における検討、及び休会期間

中における ERSWGメンバーからのフィードバックに基づくものであ

る。 

 一部のメンバーは全体目標及び五つの個別目標を見直すことを提案した

が、ECが既にこれらに合意していること、及び海鳥戦略のこれらのセ

クションを修正することへのコンセンサスはないことを踏まえ、議長は

ERSWG 14では同戦略における具体的な行動案に集中することを提案

し、メンバーはこれに合意した。 

 日本は、海鳥戦略の別添 Bは削除し、替わりに SMMTGによるオリジナ

ルの勧告（CCSBT-ERS/2203/Info 10）を添付することを提案した。オー

ストラリアは、海鳥戦略に SMMTG勧告に関する別添を付けるのであれ

ば、SMMTG勧告の実施の進捗状況を総括した CCSBT-ERS/1905/05の別

紙を添付すべきことを提案した。議長は、海鳥戦略は SMMTGからさら

に前に進み、SMMTG勧告の実施における次の段階を提示するものであ

 

 
2 海鳥混獲緩和措置の有効性に関する技術部会 



 

ることを述べた。議長は、戦略では先の文書について言及しこれらへの

リンクを提示することを提案し、メンバーはこれに合意した。 

 メンバーは、ERSWG作業計画における関連作業では海鳥に関する複数

年戦略における個別目標ごとの戦略的行動リスト案の改訂版を作成する

（CCSBT-ERS/2203/07 (Rev.1)）とされていたことを想起し、海鳥戦略に

おける具体的な行動に焦点を置くことに合意した。 

 メンバーは海鳥戦略に関する様々な行動案について検討し、別紙 4に示

した行動項目に合意した。またメンバーは、海鳥戦略の実施及び評価の

ためのアプローチに合意した。ERSWGは、分布範囲が排他的経済水域
の内外に存在する魚類資源（ストラドリング魚類資源）及び高度回遊性
魚類資源の保存及び管理に関する 1982年 12月 10日の海洋法に関する
国際連合条約の規定の実施のための協定（国連公海漁業協定）の一般原
則を踏まえて海鳥戦略を実施することを提案した。 

 ERSWGは、海鳥に関する複数年戦略が承認されれば、休会期間中の活

動を通じることも含めてこれを実施することに合意した。 

 

5.2   さめ類 

 議長は、 本議題項目に対する文書は提出されていないことを述べつつ、

メンバーに対して検討を促した。 

 

5.2.1 資源状態に関する情報 

 議長は、本議題項目に対する文書は提出されなかったことを述べた。特

段の議論はなかった。 

 

5.2.2 ERS死亡数の推定及びこれに伴う不確実性 

 議長は、本議題項目に対する文書は提出されなかったことを述べ、メン

バーに対し、さめ類に関する ERSWG 13が合意した助言、すなわちさめ

類の混獲に関して ERSWG 14としての行動を要するような特段の、又は

追加的な懸念はないとする助言を再び行うことに問題がないかどうかを

確認した。 

 HSIは、事前協議文書においてさめ類に関する質問が提起されていたこ

とを述べるとともに、これらの質問及びメンバーからの回答の重要性を

指摘した。 

 さめ類の一部の種について CITES掲載を検討するよう推薦されているこ

とが留意された。RFMOは CITES勧告をより取り入れるべきこと、及び

CCSBTは CITES事務局との関与を改善するよう努力すべきことが提案

された。 

 



 

 

5.3   その他の ERS 

 議長は、本議題項目に対する文書は提出されなかったことを述べつつ、

メンバーに対して問題点があれば提起するよう促し、他の ERS種に対

する SBT漁業の影響に関する情報を提示するよう奨励した。 

 事前協議文書の中で、オーストラリアはタスマニアにおける SBT遊漁

とおっとせいとの相互作用は定量化されていないことを示唆し、オース

トラリアはこれらの相互作用の性質についてさらに定量化することを計

画しているのかどうかについての質問が提起されたことが留意された。

本件に関連して州政府が取り組んでいる作業の状況についてオーストラ

リアも不明確であったことを踏まえ、オーストラリアから次回 ERSWG

会合に対してアップデートを提供することが合意された。 

 ERSWG 14報告書の別紙として事前協議文書を添付する可能性について

検討された。同文書は長大かつ洗練されていない文書であることから報

告書別紙とするのは不可能であり、その代わりに同文書で提起された重

要なポイントを本報告書の本文の中に反映すべきことが合意された。 

 

議題項目 6. 普及啓発活動 

 議長は、本議題項目にかかる議論は ERSWG会合の開会前に文書通信に

より開始されたことを述べた。 

 バードライフは、CCSBT漁業における生態学的関連種（ERS）海鳥措置

の実施の強化に関するプロジェクトの策定にかかる CC 16以降の進捗状

況のアップデートを提示した文書 CCSBT-ERS/2203/19を提出した。本

文書には、現在進行中であるプロジェクトマネージャーの採用、及び

2022年におけるプロジェクト実施計画の概要が含まれる。 

 またバードライフは、以前に CC 16で発表された文書 CCSBT-

ERS/2203/BGD05を提出した。CC 15以降、CCSBT漁業における ERS海

鳥措置の実施の強化に関するプロジェクトの策定作業が進められてき

た。休会期間中の海鳥作業部会（SBWG）が設立され、バードライフ及

び CCSBT事務局が作成した上で SBWGによるコメントを反映したプロ

ジェクトの作業計画案が作成された。 

 事前協議において両文書（CCSBT-ERS/2203/19及び CCSBT-

ERS/2203/BGD 04）が検討されたことを踏まえ、バードライフは再度の

発表は行わず、メンバーからのさらなる質問を受け付けた。 

 さらなる資金源が必要であるのかどうかを明確化するための質問がなさ

れた。FAOからの資金は確定しており、プロジェクトコーディネーター

の勤務時間がカバーされることが述べられた。バードライフは現物出資

の形で支援を行う予定であり、専門家は現地でのワークショップを支援

することとなる。また、多額の追加費用が発生する可能性は低く、追加

的な資金を調達する必要はないものと見込まれることが確認された。 



 

議題項目 7. CCSBTパフォーマンス・レビュー勧告の検討 

 議長は、2021年 10月に開催された EC会合において、補助機関に対

し、パフォーマンス・レビューパネルによる最終報告書でなされた全て

の関連勧告を検討し、CCSBT 29に対し、それぞれの関連勧告にかかる

助言を行うよう要請されたことを述べた。2021年 CCSBTパフォーマン

ス・レビュー最終報告書は、本会合に対して CCSBT-ERS/2203/09とし

て提出された。 

 事務局は、少なくとも一部は ERSに関連している 37件のパフォーマン

ス・レビュー勧告を抜粋した文書 CCSBT-ERS/2203/08を提出した。こ

れらの勧告の検討に資するよう、各メンバーは、ERSWG会合に先立っ

て勧告ごとに以下を含むテンプレートに記入した。 

• メンバーとして ERSWGが検討することが適切と考えるかどうか（す

なわち ERSWGのスコープに合致するものかどうか） 

• メンバーの観点からの当該勧告の優先度（低、中、高） 

• 当該勧告を実施するためにメンバーが必要と考える行動のレベル（行

動不要、現状の活動水準を維持、又は新たな活動が必要） 

• メンバーが考える当該勧告の実施をリードすべき CCSBTの機関 

• 当該勧告に関連する適切なコメント 

 各勧告における上記の側面について、メンバー間で相当の見解の相違が

あった。ERSWGで利用可能であった限りある時間で ECに対する当初

の助言を行うことができるよう、ERSWGの観点から最も重要な勧告の

特定に資するべく以下のクライテリアを用いることが合意された。 

• 少なくとも半数のメンバーが、当該勧告を ERSWGで検討するのが適

切との見解であること 

• 少なくとも半数のメンバーは、当該勧告の優先度を中又は高と考えて

いること 

• 当該勧告を実施するためにはいくつかの新たな行動が必要と考えられ

ること 

• 少なくとも半数のメンバーが、当該勧告の実施においては ERSWGが

リードすべきと考えていること 

 この分析の結果、メンバー間にいくらかの見解の相違があるものの、以

下の 7件が ERSWGの観点から最も重要な勧告であるとされた。 

• PR2021-6 - 気候変動がまぐろの生態系、SBT、ERS、それらの生産力、
分布及び資源の回復力に及ぼす可能性がある影響を予測するための
（RFMOと生物多様性の保全に権限を有する機関との間での）共同プ
ログラムの実施可能性について検討する。 

• PR2021-8 - 特に発展途上のメンバーにおけるデータの収集及び報告を
改善するため、キャパシティ・ビルディングプログラムを実施する。 

• PR2021-11 - 国別報告書の一貫性を改善するとともに曖昧さを回避する
ためのメカニズムを確立する。 



 

• PR2021-11 - 国別報告書の一貫性を改善するとともに曖昧さを回避する
ためのメカニズムを確立する。 

• PR2021-27 - 特に海鳥類の混獲を削減するための現行の措置の実施を強
化するとともに、混獲の増加に対処し、また海洋生物資源及び生態系
に対する漁業の影響に対応するためのインセンティブがあるメカニズ
ムの可能性を探求する。 

• PR2021-30 - 特に ERSに関するモニタリング、遵守及び取締りについ
て、他の RFMOの決議を採択することに伴う相互性の問題及びリスク
を特定及び解析し、混獲緩和措置及び戦略を策定する。 

• PR2021-54 - 報告書のテンプレートを定期的にレビューする。 

 

議題項目 8. 海鳥混獲に関する CCSBTの焦点の改善方法 

 ECは、ERSWGに対し、毎年会合を開催する必要性について検討すると

ともに、どうすれば ERS（特に海鳥の混獲）に対する CCSBTの焦点を

改善できるかについて ECに助言を行うよう要請した。 

 前回の ERSWG会合から 3年間のギャップがあったために ERSWGの進

捗から勢いが失われてしまったこと、及びより頻繁に会合する必要があ

ることが留意された。また、一部のメンバーは、2年毎に会合を開催し

ていた過去のプロセスは不十分であったとした。しかしながら、多くの

メンバーは、完全な ERSWG会合の毎年開催はメンバーの科学者に対す

る負担が大きすぎるとの見解であった。 

 相当の議論を経て、将来の ERSWG会合はハイブリッド方式をとること

が合意された。これには、対面による完全な ERSWG会合は 2年に一度

の開催とし、その間の年には専門的科学会合を開催することが含まれ

る。 

 メンバーによる国別報告書は 2年に一度の完全な ERSWG会合に対して

のみ提出することが合意された。中間会合は通常はバーチャル開催と

し、メンバーが合意した特定の専門的優先課題に焦点を当てる。これら

の優先課題は会合の度に変わり得るが、オブザーバーカバー率や毎年の

EDEデータから得られた海鳥死亡数のモニタリングといった定期的なレ

ビューと考えられる事項についても中間会合が検討する要素となり得

る。 

 

 

 

 

 

 

 



 

議題項目 9. 将来の作業計画 

 ERSWGは以下の作業計画を策定した。継続的な事項又は管理的性質の

事項については、2023年の新規事項でない限りは掲載していない。 

 

活動 時期 リソース 

みなみまぐろ専獲漁船によるトリライ

ン、荷重枝縄及び夜間投縄といった海鳥

混獲緩和措置の同時使用の有効性に関す

る研究結果を提出する。 

ERSWG 15 台湾 

将来の ERSWGに対するメンバーの年次

報告書においては、ERSの総死亡数の推

定値を報告するための表に FAOのアルフ

ァベット 3文字による種コード及び種／

種群の名称を含める。 

ERSWG 15 全メンバー 

ERSWG 15に対する事務局のデータ交換

総括文書に、 

• オブザーバーカバー率の効果の違いを

見るための基準として、観察捕獲数に

加えて「捕獲率」を含める。 

• 文書の表 5を、統計海区 4及び 11を含

める形で拡張する。 

ERSWG 15 事務局 

他のまぐろ類 RFMOに対し、合意された

フォーマットにより ERSWG報告書の重

要なポイントの概要を提供する。 

CCSBT 29の

閉会後 

事務局 

ACAP海鳥種同定ガイドをインドネシア

語に翻訳する。ACAP及び CCSBTは、翻

訳にかかる資金をシェアする。 

ERSWG 15 ACAP、 

事務局 

CCSBTにおける海鳥写真データベースを

ホストするプラットフォームとしての

BMISの活用について調査する。 

ERSWG 15 事務局 

全ての死亡（すなわち投棄死亡及び保持

された商業漁獲）を含む形で修正した過

去のデータを EDEに提供する。 

2022年 7月の

EDEまで 

オーストラリ

ア 

データ提供、モデル開発及びモデルの頑

健性評価の分野における ERSWGの共同

評価として SEFRAを実施する。 

ERSWG 15ま

での休会期間

中 

ニュージーラ

ンドがリード

し、全メンバ

ーが参加 

将来の会合では議題項目 5.1.3及び 5.1.5

を統合する。 

ERSWG 15 事務局 

各メンバーは、合意された海鳥に関する

複数年戦略に基づく活動の実施状況を報

告する。 

ERSWG 15 メンバー 



 

活動 時期 リソース 

合意された海鳥に関する複数年戦略の全

体的な実施状況をレビューする。 

ERSWG 15 ERSWG 

タスマニア周辺における SBT遊漁とおっ

とせいとの相互作用に関するアップデー

トを提供する。また、必要に応じて、こ

れらの相互作用の性質をより良く定量化

するためにオーストラリアが実施を計画

している作業に関するアップデートを提

供する。 

ERSWG 15 オーストラリ

ア 

2023年における休会期間中の専門的

ERSWG会合の焦点及び議題を検討す

る。 

可及的速やか

に 

メンバー 

 

 

議題項目 10. その他の事項 

 本議題項目にかかる議論は、ERSWG会合の開会前に文書通信により開

始された。 

 事前協議中にメンバーから提起されたその他の事項はなかった。 

 

議題項目 11. ERS問題に関する CCSBT補助機関への検討の付託 

 ERSWGの付託事項によれば、ERSWGの会合報告書は、これに対する

ECへのコメントを行うことができる ESCに対して提供される。ESC

は、科学オブザーバーから得られた情報及び電子モニタリング技術に関

する検討結果は海鳥に関する複数年戦略の重要な部分を形成するもので

あり、ESCによる検討が望まれていることについて認識すべきである。 

 CCに対して付託されるべき特段の課題は特定されなかった。しかしな

がら、CCは、海鳥に関する複数年戦略の中でも遵守に焦点を当てた行

動案（特に個別目標 4の下での行動）について認識すべきであり、

CCSBT遵守委員会がこれらについて検討することは適切と考えられ

る。さらに、ESC及び CCの両委員会は、科学オブザーバーから得られ

た情報及び電子モニタリングに関する検討結果は海鳥に関する複数年戦

略の重要な部分を形成するものであることを認識すべきである。 

 

 

 

 

 



 

議題項目 12. 拡大委員会に対する勧告及び助言 

 ERSWGは、ECに対し、以下を採択するよう勧告する。 

1) 他のまぐろ類 RFMOに ERSWG報告書の重要なポイントの概要を提

供するための、文書 CCSBT-ERS/2203/07別紙 Bのテンプレート案 

2) ERSWG報告書別紙 4に示した海鳥に関する複数年戦略案。本戦略の

全体目標及び五つの個別目標は 2019年の EC会合で合意されたもの

である。今回の戦略案には、ERSWG 14において策定及び合意され

た、各個別目標の下での行動が含まれる。 

 ERSWGは、ECに対し、以下の事項について助言する。 

1) 欧州連合は本会合への不参加を事前に通知した。また、及び南アフリ

カは本会合に参加しなかった。 

2) EUと南アフリカのいずれも、ERSWGに対する年次報告書を提出し

なかった。 

3) ERSWGは、海鳥類と SBT漁業との相互作用は依然として非常に懸念

すべき水準にあるとした以前の助言の修正を求めなかった。 

4) ERSWGは、浮はえ縄漁業における海鳥混獲を削減するための最も効

果的な方法に関する助言を ACAPがアップデートしたことに留意し

た。最新の助言には、依然として荷重枝縄・夜間投縄及び鳥威しライ

ンという 3つのベストプラクティス措置の同時使用が含まれている。

これに加えて、現在は、評価が行われた三種類の鈎針被覆装置のうち

のいずれかの使用、又は新たに評価が行われた水中投餌装置の使用

が、適切な代替手段として勧告されている。 

5) 会合は、SBT漁業において漁獲される全てのさめ種に関して、現在は

追加的な混獲緩和要件を要するようなさめ混獲に関する特段の懸念は

ないとして過去に合意された助言を再度確認した。 

6) ERSWGは、CCSBTパフォーマンスレビュー報告書について検討し

た。ERSWGのスコープに関係する可能性があるものとして、合計 37

の勧告が当初は特定された。これらの勧告について、メンバーに対

し、会合前に以下の五つの観点からコメントを行うよう要請された。 

• メンバーとして ERSWGが検討することが適切と考えるかどう

か（すなわち ERSWGのスコープに合致するものかどうか） 

• メンバーの観点からの当該勧告の優先度 

• 当該勧告を実施するためにメンバーが必要と考える行動のレベ

ル 

• メンバーが考える当該勧告の実施をリードすべき CCSBTの機関 

• 当該勧告に関連する適切なコメント 

事務局がメンバーからの回答を集計し、会合において結果を検

討した。メンバーからの回答をレビューした上で、以下を満た

すものが重要な勧告であるとされた。 



 

• 少なくとも半数のメンバーが、当該勧告を ERSWGで検討する

のが適切との見解であること。 

• 少なくとも半数のメンバーは、当該勧告の優先度を中又は高と

考えていること。 

• 当該勧告を実施するためにはいくつかの新たな行動が必要と考

えられること。 

• 少なくとも半数のメンバーが、当該勧告の実施においては

ERSWGがリードすべきと考えていること。 

これらのクライテリアにより、以下の七つの勧告が ERSWGの観点か

ら最も重要であり、かつ新たな行動を要するものとされた。なお、こ

れらの勧告に関してもメンバー間でいくらかの見解の相違があった。 

• PR2021-6 - 気候変動がまぐろの生態系、SBT、ERS、それらの生
産力、分布及び資源の回復力に及ぼす可能性がある影響を予測
するための（RFMOと生物多様性の保全に権限を有する機関と
の間での）共同プログラムの実施可能性について検討する。 

• PR2021-8 - 特に発展途上のメンバーにおけるデータの収集及び
報告を改善するため、キャパシティ・ビルディングプログラム
を実施する。 

• PR2021-11 - 国別報告書の一貫性を改善するとともに曖昧さを回
避するためのメカニズムを確立する。 

• PR2021-20 - 明確かつ簡潔な混獲政策及び管理戦略を確立する。
 •

 

PR2021-27 -

 

特に海鳥類の混獲を削減するための現行の措置の実
施を強化するとともに、混獲の増加に対処し、また海洋生物資
源及び生態系に対する漁業の影響に対応するためのインセンテ
ィブがあるメカニズムの可能性を探求する。

 •

 

PR2021-30 -

 

特に ERSに関するモニタリング、遵守及び取締りに
ついて、他の RFMOの決議を採択することに伴う相互性の問題
及びリスクを特定及び解析し、混獲緩和措置及び戦略を策定す
る。

 •

 

PR2021-54 -

 

報告書のテンプレートを定期的にレビューする。
 

7)

 

ECは、ERSWGに対し、毎年 ERSWG会合を開催する必要性につい

て検討するとともに、どうすれば ERS（特に海鳥の混獲）に対する

CCSBTの焦点を改善できるかについて ECに助言を行うよう要請し

ていたところである。パフォーマンスレビューによる勧告 PR2021-05

も類似した見解を表明した。ERSWGは本件について検討し、より定

期的に会議を開催すべきであるが将来の ERSWG会合ではハイブリッ

ド方式をとることが合意された。この方式には、対面による完全な

ERSWG会合は 2年に一度の開催とし、その間の年には専門的科学会

合を開催することが含まれる。
 



 

8) メンバーによる国別報告書は 2年に一度の完全な ERSWG会合に対し

てのみ提出することが合意された。中間会合は通常はバーチャル開催

とし、メンバーが合意した特定の専門的優先課題に焦点が当てられ

る。 

 

議題項目 13. まとめ 

13.1    会合報告書の採択 

 報告書が採択された。 

 

13.2.   次回会合の時期に関する勧告 

 ERSWGは、2023年には 2回のハイブリッド方式3による科学技術会合を

開催することに合意した。1回目は SEFRAのためのデータ提供に重点化

し、2回目は SEFRAのアップデートに重点化する。これらは極めて専門

的な会合であることから、同時通訳は要しないものとされた。事務局

は、CCSBT 29に提出する予算案を作成することができるよう、これら

の会合の開催時期、期間、開催地及びその他の詳細についてメンバーと

調整する予定である。 

 次回の ERSWG年次会合は、約 2年後に開催することが提案された。 

 

13.3.  閉会 

 会合は、2022年 3月 25日午後 4時 3分に閉会した。 

 

 

  

 

 
3 対面又はオンラインのいずれかでの参加を可能とする方式。 
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別紙 3 

 

文書リスト 

第 14回生態学的関連種作業部会会合 

 

(CCSBT-ERS/2203/) 

1. Provisional Agenda 

2. List of Participants 

3. List of Documents 

4. (Secretariat) Summaries from the 2021 ERSWG Data Exchange (ERSWG Agenda 

Item 2.2) 

5. (Secretariat) Information from the Compliance Committee (ERSWG Agenda Item 

2.2 and 10) 

6. (Secretariat) Chair’s Report of the 1st Joint Tuna RFMO By-catch Working Group 

Meeting (ERSWG Agenda item 3) 

7. (Secretariat) Progress on Action Items from the ERSWG 13 Workplan (Rev.1) 

(ERSWG Agenda Item 4) 

8. (Secretariat) ERS Recommendations from the Performance Review of the CCSBT 

(ERSWG Agenda Item 7) 

9. (CCSBT) 2021 CCSBT Performance Review report (ERSWG Agenda Item 7) 

10. (Australia) Developing a multi-year seabird strategy (ERSWG Agenda Item 5.1.7) 

11. (Japan) Preliminary result of effectiveness of seabird mitigation measures by 

observer data in 2018-2019 (ERSWG Agenda Item 5.1.4)  

12-A.  (New Zealand) Hotspot analysis using Antipodean albatross as a test case -   

Part A: Assessing inter-annual variability in Antipodean albatross distributions 

in the Southern Hemisphere (ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

12-B.  (New Zealand) Hotspot analysis using Antipodean albatross as a test case:  

Part B: Assessing inter-annual variability in Antipodean albatross distributions 

in the Southern Hemisphere (ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

13. (New Zealand) Risk assessment framework for seabirds in the southern hemisphere 

(ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

14. (New Zealand) Antipodean albatross multi-threat risk assessment: Overview of 

approach and methods (ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

15. (New Zealand) Factors affecting Protected Species captures in domestic surface 

longline fisheries (ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

16. (ACAP) Conservation status of albatrosses and petrels and advice on reducing their 

bycatch in CCSBT longline fisheries (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

 



 

17. (BirdLife International) Threats to seabirds: A global assessment (ERSWG Agenda 

Item 5.1.1) 

18. (BirdLife International) Variation in live-capture rates of albatrosses and petrels in 

fisheries, post-release survival and implications for management (ERSWG Agenda 

Item 5.1.1) 

19. (BirdLife International) Update on the “Project proposal for enhancing education 

on and implementation of Ecologically Related Species seabird measures within 

CCSBT fisheries” (ERSWG Agenda Item 6) 

 

(CCSBT-ERS/2203/BGD ) 

1. (Secretariat) Annual Report on Members’ implementation of ERS measures and 

performance with respect to ERS (Previously CCSBT-CC/2110/05) (ERSWG 

Agenda Item 2.2) 

2. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 

fishery in 2018 (Previously CCSBT-ESC/1909/19) (ERSWG Agenda Item 2.1) 

3. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 

fishery in 2019 (Previously CCSBT-ESC/2008/17) (ERSWG Agenda Item 2.1) 

4. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 

fishery in 2020 (Previously CCSBT-ESC/2108/26) (ERSWG Agenda Item 2.1) 

5. (BirdLife and CCSBT) Update on the Project for Enhancing the Implementation of 

Ecologically Related Species Seabird Measures within CCSBT Fisheries 

(Previously CCSBT-CC/2110/22 (Rev.2)) (ERSWG Agenda Item 6) 

 

(CCSBT-ERS/2203/Annual Report- ） 

Australia      Ecologically related species in the Australian 

Southern Bluefin Tuna Fishery 2017-18, 2018-19 

and 2019-20 

Fishing Entity of Taiwan       National Report of Taiwan: Ecologically Related 

Species in the Taiwanese Southern Bluefin Tuna 

Fishery 2018-2020 

Indonesia      Indonesia Annual Report to the Ecologically 

Related Species Working Group (ERSWG) 

Japan         National Report of Japan Overview of Researches 

on Ecologically Related Species in Japanese SBT 

Longline Fishery, 2018-2020 

New Zealand Report to the Ecologically Related Species 

Working Group – New Zealand 

 



 

Republic of Korea         2022 Annual Report to the Ecologically Related 

Species Working Group (ERSWG) 

 

(CCSBT- ERS/2203/Info ) 

1. (Humane Society International) Pelagic Longline Setting – How day/night-

straddling sets impact monitoring, compliance and effectiveness of seabird bycatch 

mitigation (ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

2. (BirdLife International) BirdLife International report on recent activities (ERSWG 

Agenda Item 3) 

3. (BirdLife International) SeaBOS Endangered Species Strategy (ERSWG Agenda 

Item 3) 

4. (BirdLife International) Environmental drivers of movement in a threatened 

seabird (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

5. (BirdLife International) Movements and diving behaviour of white-chinned 

petrels: Diurnal variation and implications for bycatch mitigation (ERSWG 

Agenda Item 5.1.1) 

6. (BirdLife International) Global political responsibility for the conservation of 

albatrosses and large petrels (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

7. (BirdLife International) Tracking juveniles confirms fisheries-bycatch hotspot for 

an endangered albatross (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

8. (BirdLife International) Review of CCSBT work to protect seabirds 2007-2021 

(ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

9. (BirdLife International) SeaBOS Best practices for reducing negative impacts on 

endangered elasmobranchs and seabirds (ERSWG Agenda Item 3) 

10. (Japan) Modified SMMTG Recommendations Agreed by ERSWG 11 (ERSWG 

Agenda Item 5.1.7) 

 

 (CCSBT-ERS/2203/Rep) 

1. Report of the Twenty Eighth Annual Meeting of the Commission (October 2021) 

2. Report of the Sixteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2021) 

3. Report of the Twenty Seventh Annual Meeting of the Commission (October 

2020) 

4. Report of the Fifteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2020) 

5. Report of the Twenty Sixth Annual Meeting of the Commission (October 2019) 

6. Report of the Fourteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2019) 

7. Report of the Twenty Fourth Meeting of the Scientific Committee (September 

2019) 

 



 

8. Report of the Thirteenth Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (May 2019) 

9. Report of the Twenty Fifth Annual Meeting of the Commission (October 2018) 

10. Report of the Fifth Meeting of the Strategy and Fisheries Management Working 

Group (March 2018) 

11. Report of the Twelfth Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (March 2017) 



別紙 4 

海鳥に関する複数年戦略 

 

緒言 

生態学的関連種作業部会は、ERSWG 12会合において海鳥に関する複数年戦

略の検討に着手した。 

ERSWGは、海鳥戦略に関して特に以下のことを決定している。 

• 調査及びモニタリングの必要性について検討すること 

• 不確実性及びそれに伴うリスクを低減するための行動を含めること 

• 海鳥混獲緩和措置の有効性に関する技術部会報告書（SMMTG報告書、

CCSBT-ERS/1503/Rep01）による勧告であって、ERSWG会合により修正

された勧告（CCSBT-ESC/1509/Rep02の別紙 4）を検討すること。その

際、各勧告の実施状況（CCSBT-ERS/1905/05）を踏まえること 

• 海鳥の偶発的捕獲の削減のための国際行動計画（IPOA-S、FAO, 1999年）

及び関連するベストプラクティス技術ガイドライン（BPTG、FAO、2009

年）を考慮すること 

みなみまぐろ保存拡大委員会は、CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他

のまぐろ類 RFMOの措置と調和させるための決議 を採択している（CCSBT 

25、2018年 10月 15－18日、ニューカレドニア・ヌメア）。この法的拘束力

のある生態学的関連種（ERS）措置は、みなみまぐろ（SBT）漁業によって

生じる ERSに対する偶発的危害を緩和するとの CCSBTの決意の一環とし

て、CCSBTメンバーに対し、他の関連する地域漁業管理機関（RFMO）の

ERS措置を実施するよう義務付けている。 

ERSWGは、海鳥類と SBT漁業との相互作用は依然として非常に懸念すべき

水準にあるとの見解を維持している。一部の海鳥種、特に一部のあほうどり

種及びみずなぎどり種は、世界的な絶滅の危機に瀕している（CCSBT-

ERS/2203/16）。 

ERSWGは、引き続き、海鳥に関する複数年戦略の策定を進めているところ

である。ECは、同戦略の全体目標及び五つの個別目標に合意した。また

ERSWGは、同戦略の実施及び評価のためのアプローチを策定した。ERSWG

は、分布範囲が排他的経済水域の内外に存在する魚類資源（ストラドリング

魚類資源）及び高度回遊性魚類資源の保存及び管理に関する 1982年 12月 10

日の海洋法に関する国際連合条約の規定の実施のための協定（国連公海漁業

協定）の一般原則を踏まえて海鳥戦略を実施することを提案した。 



ERSWGは、休会期間中の協議も含め、海鳥に関する複数年戦略にかかる作

業を継続していく予定である。 

 

全体目標 

本戦略の全体目標は以下のとおりである。 

SBT漁業が海鳥類に対して著しい負の影響を及ぼすことのないような

水準まで、海鳥混獲を削減又は根絶する。 

 

個別目標 

上記の全体目標を達成するため、海鳥類の偶発的捕獲の削減に関する国際行

動計画（FAO、1999年）、及びこれに関連して RFMOに対し海鳥死亡の継続

的な削減につながるような達成可能な目標を設定するよう勧告したベストプ

ラクティス技術ガイドライン（BPTG、FAO、2009年）と調和した以下の五

つの個別目標を策定した。 

目標 1：海鳥個体群に対する SBT漁業操業による海鳥混獲の影響の水

準を削減する。 

目標 2：SBT漁業における海鳥の総死亡数及び海鳥個体群に対する影

響の正確かつ定期的な推定に資するため、適時的で信頼性があ

り、かつ代表性のあるデータの収集を確保する。 

目標 3：業界及び ACAPと協力し、実用的で費用対効果が高く、かつ

安全な海鳥混獲緩和のための技術及び技法を開発及び改良す

る。 

目標 4：SBT漁業を実施する際に必要な海鳥混獲緩和措置の船団横断

的な遵守を確保するための遵守アプローチを策定及び改良す

る。 

目標 5：操業中の海鳥との相互作用の削減の重要性を強調し、及び混

獲緩和措置の効果的な実施を推奨しつつ、教育及びアウトリー

チプログラムを強化する。 

 

個別目標を達成するための行動 

各個別目標に対し、以下の行動に取り組むこととする。 

  



目標 1：海鳥個体群に対する SBT漁業操業による海鳥混獲の影響の水準を

削減する。 

No. 行動 実施者 タイムフレーム 

1A 海鳥個体群に対する SBT漁業操業の影響の水準

を低減するため、以下を含む（ただし、これら

に限定されない）SBT海鳥混獲目標に合意す

る。 

a. ノミナル報告海鳥混獲率に基づく目標 

b. SEFRAの結果に基づく目標 

ERSWG ERSWG15 

1B SBT漁業における船団ベースでのオブザーバー

カバー率 10 % とする最低水準、又はこれと比較

可能な電子モニタリングを用いて収集されたビ

デオ映像のレビューの最低水準を達成する。 

メンバー 継続 

1C 船団の違い及び海鳥類の分布を考慮しつつ、全

体的な海鳥の死亡の削減の文脈で 2005年頃にま

ぐろ類 RFMOが導入した海鳥 CMMの有効性を

評価し、改善できる分野を特定する。当該評価

の結果をまぐろ類 RFMO横断的に共有し、将来

の評価の基礎として活用する。 

ERSWG 2年以内、その後

は 5年毎 

1D 海鳥個体群の状況、SBT漁業との分布域の重

複、及びそれらの種の死亡に対する SBT漁業の

影響度を考慮しつつ、優先度の高い種のリスト

及び各種に対応する管理目標に合意する。 

ERSWG, 

CCSBT 

2年以内 

1E 2019年の評価以降の SBT漁業による海鳥混獲緩

和措置の実施状況及び海鳥個体群に対するその

影響を評価するため、SEFRA海鳥リスク評価を

アップデートする。当該評価の結果についてま

ぐろ類 RFMO横断的に共有する。 

ERSWG ERSWG 15、その

後は 2年毎 

1F 以下により、予防的アプローチを考慮した高リ

スク海域にかかる頑健な定義を定める。 

a. 高リスク海域の定義を定める。 

b. 同定義に合致する海域を特定する。 

c. 各海域におけるリスクの性質を把握する。 

d. これらのリスクを削減することを目的に調

整した措置を策定する。 

ERSWG, 

CCSBT 

2年以内 

 

 



目標 2：SBT漁業における海鳥の総死亡数及び海鳥個体群に対する影響の

正確かつ定期的な推定に資するため、適時的で信頼性があり、かつ

代表性のあるデータの収集を確保する。 

No. 行動 実施者 タイムフレーム 

2A 海鳥混獲数の推定及び海鳥個体群に対するその

影響の文脈から、漁獲努力量データの報告及び

解析に関する改善されたプロトコル（データの

引き伸ばしに用いた暗黙の前提に関することを

含む）を定義する。 

ERSWG 2年以内 

2B 毎年、合意された報告基準に基づき種別での海

鳥類の偶発的捕獲数を報告及び配布するととも

に、合意されたフォーマット及び階層に基づき

総漁獲努力量、観察漁獲努力量及び混獲緩和措

置の使用を報告及び配布する。 

メンバー、 

事務局 

毎年 

2C 以下により、電子モニタリングシステムの利用

に関するオプションを探究する。 

a. 電子モニタリングシステムの検討及び開発

の中に海鳥類（及び他の ERS）を含める。 

b. 特に海鳥混獲緩和措置の効果的なモニタリ

ング及び SBT漁業全体における海鳥との相

互作用の水準に貢献するような電子モニタ

リングシステムを検討する。 

ERSWG、

CC、SC、

ACAP、 

他のまぐろ類

RFMO 

3年以内 

2D オブザーバーや電子モニタリングに限らず利用

可能な最善の情報及び技術に基づき、適時的か

つ信頼できる形で海鳥死亡数を推定するための

手法及び技法を探究する。 

メンバー 継続 

2E ACAPのガイダンスに基づき、混獲により死亡

した海鳥類の羽サンプルの収集及び写真撮影に

かかる CCSBTの標準的なプロトコルに合意す

る。 

ERSWG ERSWG 15 

2F 海鳥の混獲に関するギャップ及び追加的な網羅

が必要な部分を特定するため、各階層及び船団

のオブザーバーカバー率をレビューする。 

メンバー 各 ERSWG会合 

2G 複数の任務があることを認識しつつ、必要に応

じてどのように適切に時間を割り当てるかを含

め、海鳥関連の任務の優先事項に電子モニタリ

ングを含める形でオブザーバーに対するガイダ

ンスをアップデートする。 
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2H 以下により、種レベルでの海鳥相互作用の報告

の改善を促進するための手続き及びプロトコル

をレビューする。 

a. SBT漁船団横断的に一貫性のある海鳥相互

作用の報告 

b. 種のグループ化にかかる曖昧さの排除 

ERSWG, CC, 

バードライ

フ・インター

ナショナル 

2年以内、その後

は 5年毎 

2I 適当な場合はログブック記録が海鳥相互作用に

かかる他の情報ソースを補完する可能性を精査

することにより、海鳥相互作用にかかる漁船の

ログブック記録を活用するためのオプションを

検討する。 

ERSWG, CC, 

ACAP,  

他のまぐろ類

RFMO 

3年以内 

 

 

目標 3：業界及び ACAPと協力し、実用的で費用対効果が高く、かつ安全

な海鳥混獲緩和のための技術及び技法を開発及び改良する。 

No. 行動 実施者 タイムフレーム 

3A CCSBTメンバーに対し、実用的で費用対効果が

高く安全な海鳥混獲緩和技術及び技法を改善す

るための調査及び技術開発を実施及び支援する

よう奨励する。 

メンバー 継続 

3B 特に ACAPによるベストプラクティス助言を踏

まえ、必要に応じて、まぐろ類 RFMOの中で

SBT漁業に関連する海鳥 CMMを強化するよう

提出する。 

メンバー 継続 

3C SBTに関する漁獲努力と海鳥類（特に絶滅の危

機に瀕しているあほうどり種及びみずなぎどり

種）との空間的重複の変化を定期的に監視及び

特定し、まぐろ類 RFMO横断的に関連する漁業

に対して情報提供を行う。 

ERSWG 各 ERSWG会合 

3D まぐろ類 RFMO横断的に、海鳥類、特に絶滅の

危機に瀕しているあほうどり種及びみずなぎど

り種に対する累積的な SBT漁業の影響を評価す

る（総死亡数及び総死亡率を特定するために海

鳥混獲の水準及び海鳥混獲率を外挿する手法の

開発を含む）。 

ERSWG 各 ERSWG会合 

3E 海鳥の混獲が多数発生した場合の管理上の対応

に関するプロトコルの策定を検討する。 

ERSWG, バー

ドライフ・イ

ンターナショ

ナル, ACAP 

3年以内 

 



目標 4：SBT漁業を実施する際に必要な海鳥混獲緩和措置の船団横断的な

遵守を確保するための遵守アプローチを策定及び改良する。 

No. 行動 実施者 タイムフレーム 

4A SBT漁業における海鳥混獲緩和措置の実施状況

に関して、CCSBTの遵守プログラムから得られ

た情報を船団毎に照合する。 

メンバー、 

事務局 

毎年 

4B 以下により、SBT漁業オペレーターによる海鳥

CMMの遵守及び海鳥相互作用に関する報告要

件の遵守を改善するための手続き及び手法をレ

ビューする。 

a. 既存の手続き及び手法（港内及び洋上転載

検査を含む）、及び他のモニタリング及び

取締り技術及び技法が用いられる状況をレ

ビューする。 

b. 適当な場合は、追加的なモニタリング及び

取締り技術及び技法の導入を検討する。 

c. 非遵守に関する管理上の対応のオプション

を検討する。 

d. 特に公海 SBT漁船団に関して、非遵守事案

の適時的な報告を可能とするためのオプシ

ョンの策定を検討する。 

CC 2年以内 

4C はえ縄漁船のオペレーターによる海鳥 CMMの

遵守に関して、まぐろ類 RFMO横断的にデータ

収集の様式及び手続きをレビューし、まぐろ類

RFMO横断的に伝達及び提唱するための調和さ

れたフォーマットを策定する。 

CC 2年以内、その後

は 5年毎 

 

 

 

 

 

 

 



目標 5：操業中の海鳥との相互作用の削減の重要性を強調し、及び混獲緩

和措置の効果的な実施を推奨しつつ、教育及びアウトリーチプログ

ラムを強化する。 

No. 行動 実施者 タイムフレーム 

5A 一元化されたポータル（例えば中西部太平洋ま

ぐろ類委員会がホストする混獲緩和情報システ

ム（BMIS））を通じて、オブザーバー、電子モ

ニタリング及び海鳥混獲データ収集に関する文

書、フォーマット及び手続きを共有する。 

事務局, BMIS 継続 

5B 海鳥混獲のモニタリング及び解析に関するキャ

パシティ・ビルディングについて、まぐろ類

RFMO横断的な協力を追求する。 

メンバー、 

事務局 

継続 

5C まぐろ類 RFMO横断的に、SBT漁業において混

獲された海鳥種のリファレンス DNAデータベ

ースの設立のためのオプション（データが利用

可能な場合）を探究する。 

メンバー、 

ACAP、海鳥

専門家 

2年以内 

5D まぐろ類 RFMO横断的に、SBT漁業において混

獲された海鳥種について、一元化されたポータ

ル（例えば中西部まぐろ類委員会がホストする

混獲緩和情報システム（BMIS））を通じたリフ

ァレンス写真データベースの設立を支援する。 

メンバー、

BMIS、海鳥

専門家 

2年以内 

5E ACAPの海鳥種同定ガイドを主要言語（例えば

フランス語、インドネシア語、韓国語、スペイ

ン語及び台湾語）に翻訳し、他の言語バージョ

ン（例えば英語、日本語）と合わせて配布す

る。 

Common 

Ocean プロジ

ェクト II, 

ACAP 
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実施及び評価 

海鳥戦略の効果的な実施については、直接的なオブザーバー計画、電子モニタリン

グシステムの監査、及びその他の洋上及び港内における監視及び遵守の手段を通じ

てモニタリングされる。このことにより、漁業者が全面的かつ効果的にそれぞれの

海鳥混獲緩和義務を実施し、かつ海鳥類の偶発的捕獲を正確に報告することを確保

する。これの実施には、個々の CCSBTメンバー間、及び全体として、SBT漁業にお

ける海鳥類の偶発的捕獲を回避又は最小化するためのデータの照合、解析及び対応

方法の策定を行うための十分なキャパシティが必要である。 

ERSWGは、CCSBTメンバーによる支援を得て、海鳥戦略の有効性をモニタリング

する。海鳥戦略の進捗状況については 4年以内の間隔で評価することとし、計画を

適切に改正するものとする。戦略は、海鳥混獲水準の削減、及び海鳥混獲率の低下

を特に考慮し、全体目標が達成されるまで効力が継続するものとする。 
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